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平成29年度
松田町一般会計補正予算の主な内容

一般会計補正予算（第３号）平成29年９月14日議決
既定の歳入歳出予算に33,407千円を追加

一般会計
38億381万円

下水道事業特別会計
16億5,972万円

寄簡易水道事業特別会計
２億2,325万円

上水道事業会計
１億6,813万円

用地取得特別会計
１億5,425万円

臨時財政対策債
26億7,882万円

臨時税収補てん債
320万円

減税補てん債
8,206万円

減収補てん債
2,856万円建設事業債

10億1,115万円

【歳入】（主なもの）
　　住宅市場整備推進等事業費補助金（国費） 5,300千円
　　社会資本整備総合交付金（国費）　　　　　　　 23,400千円
　　安心こども交付金事業費補助金（県費）　　　　 5,931千円
　　前年度繰越金　　　　　　　　　　　　　　　　 23,496千円
　　町債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △29,713千円
【歳出】（主なもの）
　　財政調整基金積立金　　　　　　　　　　　　　 20,000千円
　　先駆的空き家対策モデル事業　　　　　　　　　 5,305千円
　　介護保険事業特別会計繰出金　　　　　　　　 △11,651千円
　　後期高齢者医療運営事業　　　　　　　　　　　 5,384千円
　　保育所整備支援事業　　　　　　　　　　　　 △6,622千円
　　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 14,805千円
平成29年度一般会計予算総括表　　　　　　単位：千円
補正前の予算額 補正額合計 補正（第３号）後の予算額

4,569,533 33,407 4,602,940

町債残高合計
60億918万円

指　標 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 資金不足比率

指標の
説明

一般会計などの
赤字を財政規模
で除算したもの
です。赤字では
ないため該当し
ません。

全会計合算の赤
字を財政規模で
除算したもので
す。赤字ではな
いため該当しま
せん。

一般会計などが
負担する町債の
元利償還金を財
政規模で除算し
たものです。

町が将来負担す
べき町債残高な
どの債務を財政
規模で除算した
ものです。

公営企業会計の
資金不足を財政
規模で除算した
ものです。該当
する会計はあり
ません。
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◯平成28年度における指標

一般会計など 一般会計
用地取得特別会計

実
質
赤
字
比

率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

公
営
事
業
会
計

国民健康保険事業特別会計
国民健康保険診療所事業特別会計
介護保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計

公営企業会計
上水道事業会計
寄簡易水道事業特別会計
下水道事業特別会計

資
金
不
足
比
率

（
会
計
ご
と
）

一部事務組合 足柄上衛生組合、足柄東部清掃組合など

第三セクター (有)みやまの里

◯指標算定における対象

前年度から
１億7,189万円
減りました！

 

財
政
健
全
化
法
に
お
け
る

　
　
　
　
　
　
　
　

指
標
と
松
田
町
の
町
債 

　

財
政
健
全
化
法
と
は
、
自
治
体

の
財
政
状
況
を
指
標
で
明
ら
か
に

し
、
財
政
の
健
全
化
や
再
生
が
必

要
な
場
合
に
迅
速
な
対
応
を
取
る

こ
と
で
、
自
治
体
の
破
た
ん
を
早

期
に
是
正
す
る
た
め
の
法
律
で
す
。

　

毎
年
度
、
自
治
体
の
決
算
な
ど

を
基
に
算
定
し
た
指
標
を
公
表
し
、

指
標
が
早
期
健
全
化
基
準
（
公
営

企
業
会
計
は
経
営
健
全
化
基
準
）、

ま
た
は
そ
れ
よ
り
も
悪
化
し
た
場

合
の
財
政
再
生
基
準
を
超
え
る
場

合
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ
計
画
を
策
定

し
財
政
健
全
化
（
経
営
健
全
化
）

ま
た
は
財
政
再
生
に
取
り
組
ま
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

松
田
町
に
お
い
て
は
、
実
質
公

債
費
比
率
が
元
利
償
還
金
の
減
少

し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
前
年
度
比

０
・
３
ポ
イ
ン
ト
減
と
な
り
、
将

来
負
担
比
率
が
一
般
会
計
債
の
減

少
な
ど
に
よ
り
前
年
度
比
２
・
８

ポ
イ
ン
ト
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

平
成
28
年
度
の
町
の
指
標
は
、

全
て
に
お
い
て
基
準
を
大
幅
に
下

回
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
財
政
の

健
全
化
は
確
保
さ
れ
て
い
ま
す
。

財
政
の
健
全
化
を
確
保

代
替
地
の
先
行
取
得
事
業
の
円
滑

な
運
営
と
そ
の
経
理
の
適
正
を
図

る
た
め
の
会
計
で
す
。

　

歳
入
歳
出
決
算
は
、
平
成
28
年

度
に
当
該
会
計
に
お
け
る
購
入
事

業
が
無
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
前
年

度
に
比
べ
る
と
大
幅
な
減
と
な
り

ま
し
た
。

■
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
は
、
75

歳
以
上
の
方
と
65
歳
か
ら
74
歳
で

一
定
の
障
が
い
が
あ
る
と
認
定
さ

れ
た
方
が
対
象
で
す
。

　

歳
入
決
算
は
、
前
年
度
比
７
・

７
％
増
と
な
り
、
歳
出
決
算
は
、

前
年
度
比
５
・
０
％
増
と
な
り
ま

し
た
。

　

公
共
施
設
の
整
備
な
ど
、
投
資

的
事
業
は
多
く
の
資
金
を
必
要
と

し
、
ま
た
、
こ
れ
ら
事
業
の
効
果

は
長
期
間
に
わ
た
り
町
民
の
皆
さ

ん
が
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
施
設
を
利
用
す
る
世

代
間
の
負
担
の
公
平
、
財
政
負
担

の
平
準
化
を
図
る
た
め
、
大
規
模

な
投
資
的
事
業
な
ど
に
対
し
て
、

国
や
金
融
機
関
な
ど
か
ら
資
金
を

借
り
入
れ
る
の
が
町
債
で
す
。
町

債
の
発
行
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
収

入
は
歳
入
予
算
に
計
上
さ
れ
、
必

要
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
早
期
に
実

現
す
る
こ
と
を
可
能
と
し
ま
す
。

家
庭
で
例
え
る
と
、
住
宅
ロ
ー
ン

の
よ
う
な
も
の
と
お
考
え
下
さ
い
。

　

平
成
28
年
度
の
一
般
会
計
で
は
、

橋き
ょ
う

梁り
ょ
う

長
寿
命
化
事
業
に
対
し
て
１

５
９
０
万
円
、
道
路
新
設
改
良
整

備
事
業
に
対
し
て
１
２
４
０
万
円
、

萱
沼
地
域
集
会
施
設
建
設
事
業
に

対
し
て
９
４
０
万
円
、
松
田
中
学

校
の
ト
イ
レ
改
修
工
事
に
対
し
て

５
１
０
万
円
の
借
入
れ
を
行
い
ま

し
た
。

　

な
お
、
こ
れ
ら
の
ほ
か
に
、
地

方
交
付
税
の
一
部
を
補
て
ん
す
る

た
め
の
臨
時
財
政
対
策
債
を
１
億

９
７
６
０
万
円
借
入
れ
ま
し
た
。

　

松
田
町
の
町
債
に
つ
い
て


